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〔一般会計〕

１．令和７年度　事業報告書（案）

自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日

総 括 報 告

　令和７年度の日本経済は、活発な投資による企業収益の改善や継続的な高い賃上げに牽引され、コ

ストカット型の経済から成長型経済への移行は進みつつある。

　一方で、景気回復はなお緩やかで、賃金上昇が物価上昇に十分追随していないなど、経済全体とし

てはなお力強さを欠く状況にある。

　とりわけ中小企業においては、終わりの見えない物価やエネルギーのコストの上昇に加え、深刻さ

を増す人手不足を背景に、人材確保のためのさらなる賃上げが不可欠となる中、その原資を確保する

ための労務費等の十分な転嫁はいまだ道半ばであり、さらには金利上昇に伴う資金繰り負担の増加懸

念も重なり、かつてない複合的な経営課題に直面している。

　このような環境変化を踏まえ、中小企業組合に求められる役割が変化する中で、組合及び中小企業

への機動的かつ効果的な支援の必要性が一層高まっているとの認識の下、３カ年計画に基づき積極的

に事業を展開した。

　事業推進に当たっては、中小・小規模企業の持続的な成長に向けた挑戦を後押しするため、広島県

が推進する経済成長事業の受託等を通じて生産性向上を図るなど、中小企業が抱える課題の解決に向

けた取り組みに注力した。

　また、65年ぶり２回目の開催となった「第77回中小企業団体全国大会」広島大会では、全国から多

くの組合関係者を迎え、新たな繋がりや成長へのスタートを広島の地で実感できるよう、会員の皆様

の多大なるご協力のもと、大会を大きな成功へと導くとともに、未来に向けた強固な連携を築くこと

ができた。

⑴　組合・連携組織及び中小・小規模企業の経営力の強化

　ア．組合等の設立と組織化の推進

　　①　組合制度の普及と連携・組織化ニーズの掘り起こし

　　　　特定地域づくり事業協同組合制度の活用のニーズがある自治体を対象に、説明会を開催した。
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　　　　その他、ホームページに掲載している設立関係様式集を改定し、設立相談者の負担軽減を図

るなど、組合設立を促す取組を継続的に実施した。

　　②　経営課題に応じた組合等の設立推進

　　　　特定地域づくり事業協同組合をはじめとして、事業者ニーズに応じた設立支援を実施すると

ともに、準備段階から丁寧な相談対応を行い、設立認可に向けた取組を推進した。

　イ．組合等の経営基盤強化と成長支援

　　①　社会変革への対応と成長支援

　　　　ＤＸ化を含めたデジタル活用、労務安全管理、カーボンニュートラルに加え、新たに始まる

育成就労制度への対応など、社会変革に対する取組について、12組合等に対し支援した。

　　②　組合員の共通課題解決と事業継続支援の強化

　　　　取適法等の各法令へのコンプライアンス対応をはじめ、個々の組合や組合員企業が抱える課

題を解決するため、９組合等に対して専門家派遣や研修会の開催等を通じて支援した。

　　　　また、ＢＣＰ策定に向けた取組として、６組合に対してＢＣＰの基礎知識習得のための勉強

会や実践的演習を含む応用勉強会を開催し、次の段階に進むための足がかりとなるようサポー

トした。

　　　　さらに、外国人技能実習制度適正運営の推進と監理団体の特定技能への対応を支援するため、

全国中央会事業を通じて、17組合及び６組合員企業の外国人技能実習生受入状況の把握と、制

度運営の適正化指導を行った。

　　③　組合組織と事務局機能の強化

　　　　ＢＣＰ、カーボンニュートラル、価格転嫁に関する内容等のテーマ別セミナーや意見交換の

他、新たな外国人材受入制度等の法律・制度改正に関する講習会を延べ21回開催し、組合を取

り巻く様々な環境変化に対応できる人材・リーダーの育成を支援した。

　ウ．中央会ネットワークを活かした多様な連携の推進

　　①　課題・目的別連携組成の推進と地域・業種を超えた新たな交流機会の創出

　　　　「ものづくり連携倶楽部ひろしま」講演会・企業交流会を通じた卓越事例の紹介及び中小企

業の連携・交流支援に加え、全国大会の物産展・産業展への出展支援や各種展示会出展による

新規顧客の開拓、新たな商品開発に向けたマッチング支援、さらには青年部等の交流会を通じ

た支援を行うなど、中小企業へのビジネスチャンスの創出と連携パートナーの発掘に注力した。

　　②　関係協力団体及び連携組織の活性化・活動支援

　　　　青年中央会、事務局代表者協議会、組合士会、外国人技能実習生受入協議会の事務局を担い、
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組織の運営及び活性化を支援した。

　エ．事業者の経営課題に応じた最適支援

　　①　組合員企業等の相談対応・サポート体制の強化

　　　　経営革新計画、先端設備導入計画や経営力向上計画の策定等による成長・持続化支援を行う

とともに、各種補助金・助成金等の申請支援を組織的に対応した。

　　　　さらに、認定支援機関として、延べ478件の中小企業等に対し先端設備導入計画認定、経営

力向上計画認定等の支援を行った。

　　②　行政、関係機関等とのアライアンスによる重点課題の効果的な解決支援

　　　　ものづくり補助金及び省力化投資補助金の広島県地域事務局として補助金の円滑な事業執行

のための支援を行った。

　　　　昨年度より引き続き、広島県より事業を受託し、県内中小企業者の生産性向上を図るための

セミナー及びワークショップを開催し、さらに成果を上げるため、専門家を活用した伴走支援

により１組合７企業を対象に、AI活用による現場改善等の取組を支援した。また、これらの

成果を県全体へ波及させることを目的として、成果事例集を作成・配布を行った。

⑵　組合ニーズ把握の徹底と情報提供・提言活動の展開

　ア．組合等の現状、ニーズ把握とフォローアップの徹底

　　①　組合とのコミュニケーション強化

　　　　組合の現状及びニーズを把握するため、組合カルテに基づき、巡回訪問や相談対応等を行っ

た。

　　②　組合等のニーズ、相談情報の蓄積・共有と組織的な支援方針検討

　　　　組合支援会議において、巡回訪問等により把握した組合等のニーズ等に対し、組合カルテに

よる情報の共有・活用を通じ、支援方針を整理・検討し、個別支援計画を策定した。

　　③　チーム協働での支援対応と積極的な事業提案

　　　　組合支援会議にて策定した支援計画のうち、特に集中的支援が必要である重要案件を選定の

上、組合の共同事業の適切な運営体制や効率的な実施方法を提案し、事業の円滑な実施に寄与

した。

　イ．情報収集・提供機能の強化と提案・要望活動の充実

　　①　組合等を通じた調査、意見集約と情報提供・発信機能の強化

　　　　会報、ホームページ、メルマガのコンテンツ充実を図るとともに、国・県・市等の支援情報

についてタイムリーな情報提供に努めた。
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　　　　また、組合等に対して効率的に情報の発信・収集、意見集約を行うための新たな会員管理シ

ステム導入に向けた継続的な検討を行った。

　　②　行政、関係機関等への提案・要望活動と連携推進

　　　　当会理事等による８専門委員会委員や会員組合からの現場課題や政策要望等に基づき、国、

県及び政権与党等に対し、県内中小企業の実情を踏まえた支援について、提案・要望等を行った。

　　　　また、広島市生産性向上等チャレンジ応援事業実行委員会への参画、広島弁護士会との連携

による個別相談の実施、日本技術士会中国本部との連携によるセミナーの実施、行政書士会主

催セミナーへの講師派遣等、連携強化を図った。

　ウ．第77回中小企業団体全国大会広島大会の開催

　　　令和 7年11月12日（水）、広島県立総合体育館にて「つながる ひろげる 連携の架け橋 ～夢を語っ

て はしゃぎん祭！ 轟轟（GOGO）と突き進め～」をテーマに、第77回中小企業団体全国大会広

島大会を開催した。全国から約2,100名が出席し、来賓臨席のもと中小企業の持続的発展に向け

た提言を行った。

　　　また、物産展・産業展及び交流会を併催し、広島の食や伝統工芸、技術の魅力を発信。参加者

間の交流を通じた販路開拓や新たな連携創出を図った。

⑶　中央会の支援機能強化と事務局組織の活性化

　ア．中央会業務の高度化・効率化

　　①　業務の標準化とプロセスの再構築

　　　　既存組合の加入脱退及び役員変更関係の書類作成をツール化し、その検証を行い、支援業務

の効率を向上させた。また、労務関係の電子申請項目を追加するなど、総務業務の効率化を図っ

た。

　　②　ＩＴ化推進による生産性向上

　　　　過去経理書類、決算関係書類等の電子化を行うとともに、表彰履歴のデータベース化に加え、

経費精算業務システムの導入や稟議システムの追加機能の開発を進めるなど、ＩＴ化を推進し

た。

　イ．組織的な人材育成と支援体制の構築

　　①　部署横断的なチーム連携による支援の質の向上と、効率的な指導経験、職能の獲得

　　　　組合支援会議による支援内容の総合的な検討と進捗状況の把握、取組結果の検証などを通じ

て、効果的な支援に努めるとともに、職員のスキルアップを図った。

　　②　計画的研修実施及びジョブローテーションによる総合的知識の習得
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　　　　業務経験等に応じた職員毎の研修計画等を立案、実施した。また、中央会の組合支援強化に

向け、入職５年以内の若手職員を対象に、組合法の基礎に関する理解を深めるための勉強会を

開催した。さらに、当会職員を対象にメンタルヘルス研修会を開催した。

　　③　専門的支援スキルの獲得・向上による課題解決力の強化

　　　　３つの専門領域チーム（成長支援・組織人材マネジメント・プロセス改善）について、前年

度の取組成果や課題を検証し、支援事業や研修を実施した。

　ウ．前向きな組織風土の醸成

　　①　組織共通の価値観・行動指針（クレド）の共有と実践

　　　　広島県中央会のクレドについて、各職員のグループ分けによりクレドを意識して行動した事

例等について意見交換を実施し、浸透を図った。

　　②　成果とプロセスの公正な評価

　　　　コンピテンシーに基づく勤務成績評価や、目標申告・管理制度の着実な運用を図るとともに、

当会の業務実態により一層即したコンピテンシーテーブルの再編案を検討するなど、評価制度

の改善に継続して取り組んだ。

　　③　ストレスチェックによる組織モニタリング

　　　　職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぐことを目的にストレスチェックを実施し、働きやす

い職場環境作りに取り組んだ。



－　－10

事業活動の概況に関する事項
Ⅰ　組合等の指導・支援
１．組合等の指導の状況

　⑴　巡回指導事業の実施　　　※〔 〕はR 6 年度実績
（件）　

組　　合　　別 会　　　員 非　会　員 計

事 業 協 同 組 合
事 業 協 同 小 組 合
信 用 協 同 組 合
協 同 組 合 連 合 会
企 業 組 合
協 業 組 合
商 工 組 合
商 工 組 合 連 合 会
商 店 街 振 興 組 合
商 店 街 振 興 組 合 連 合 会
そ の 他 の 組 合
未 組 織 事 業 者
共 同 出 資 会 社
公 益 法 人

532
－
3
3
16
11
60
－
83
24
41
－
－
－

4
－
－
－
2
1
－
1
19
－
48
6
－
－

536
－
3
3
18
12
60
1
102
24
89
6
－
－

計 773 〔924〕 81 〔311〕 854 〔1,235〕

　⑵　窓口相談の実施　　　※〔 〕はR 6 年度実績
（件）　

相　談　事　項 会　　　員 非　会　員 計

設 立 相 談
組 合 管 理 相 談
組 合 事 業 経 営 相 談
経 理 相 談
税 務 相 談
金 融 相 談
共 同 施 設 の 審 査 相 談
労 働 相 談
価 格 協 定 相 談
官 公 需 相 談
省 エ ネ ル ギ ー 相 談
情 報 化 相 談
そ の 他 相 談

7
3,080
422
332
16
17
6
49
2
13
11
56
577

107
541
31
64
4
－
－
7
－
1
－
－
160

114
3,621
453
396
20
17
6
56
2
14
11
56
737

計 4,588 〔4,853〕 915 〔1,058〕 5,503 〔5,911〕
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２．組合及び中小企業への支援事業

　⑴　既存組合の成長支援と充実・強化

　　①　各種アドバイザー等派遣事業による支援

　　　　組合が抱える諸問題の解決及び活性化を目的に企業連携支援アドバイザーの派遣を受けた会

議に参画し、組合運営上の諸課題解決等について側面的に支援を行った。

対象組合 出席回数 出席人数

呉花見橋通商店街（振） 1回 1人

　　②　高度化診断事業への支援

　　　　広島県が実施した集団化・共同化等の中小企業高度化事業に関し、当中央会も参画しその推

進を図った。

事　　業　　名 組　　合　　名

設 備 リ ー ス 事 業 中国ガス事業（協）

小売商業施設集約化事業 （協）サングリーン

　⑵　商店街の活性化・運営に対する支援

　　　広島県商店街振興組合連合会の事務局として、商店街に対する次の事業を行った。

　　①　指導事業

　　　　巡回件数　延べ31回

　　②　商店街人材養成研修事業

　　　　【研修会】

対　　象 内　　　　　容 回数 出席人数

呉市中心部エリア商
店街関係者等

呉市中心部エリアの現状分析から活性化への道筋を
参加者と共に描き、その計画を持続的に実行するた
めの管理運営体制や組織のあり方を習得する研修会
を実施した。

4回 延べ
54人

絵のまち通り商店街
（振）役員及び組合
員、同エリア商店街
関係者等

他商店街の先進事例学習や多角的な意見交換等を通
じ、参加者がまちづくりを「自分事」として捉え、
主体的な行動へと繋げるための土台作りを目的とし
た研修を実施した。

2回 延べ
53人

掛町商店街（振）役
員及び組合員等

商店街エリア発展の足がかりとして、株式会社まち
ペイが運営する「マチカアプリ」の導入経緯や活性
化への連動性を、商店街におけるアプリ導入の成功
事例として学習した。

視察
1回
報告会
1 回

視察
6人
報告会
21人

広島県商店街（振）
連合会の会員商店街
青年経営者等

各地域商店街の青年経営者同士の連携や情報交換の
場を通じた人脈作りを行い、活発な商店街活動に繋
げることを目的に、商店街の青年経営者を対象とし
た研修交流会を実施した。

1回 27人
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　　　　【講習会】

対　　象 内　　　　　容 回数 出席人数

広島県商店街（振）
連合会の役職員及び
会員等

商店街組織に必要なBCP、想定される非常事態への
備えなどについて学び、自然災害や人為災害等に負
けない商店街づくりを推進していくことを目的とし
た研修会を実施した。

1回 24人

　　③　商店街広域連携事業

　　　　会員商店街等が区域外の事業者や商店街との新たなネットワーク構築を通じ、新規顧客の獲

得に繋げることにより活性化を図るため、マルシェ等のイベントに対する補助を通じた支援を

行った。

開催年月日 対象組合 イベント名

7.11.15～16 広島本通商店街（振） 広島本通りウーマルシェ

7.12.13 横川商店街（振） よこがわクリスマス2025

8.　1.　2～　3 絵のまち通り商店街（振） 正月　絵のまちマルシェ

　　④　情報収集発信事業

　　　　会員宛メールにて行政及び支援機関の各種情報・商店街振興施策情報等について情報発信を

行った。

　⑶　青年中央会への支援

　　�　広島県青年中央会の事務局として、青年中央会及び組合青年部に対し人的・財政的支援を行った。

　　①　広島県青年中央会県外研修

開催年月日 開催場所 内　　　　　　　容 参加人数

　8．　2．　8
　　～10 宮崎県

研修内容（視察）
・霧島酒造 ( 株 ) 工場
・（有）キャンバン工場
（宮崎県広告美術協同組合　組合員）
・宮崎県電気工事業工業組合青年部協議会
（組合先進事例抄録に記載の学生交流会につい
て紹介を受けた後、意見交換・交流会を実施）

10人
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　　②　組合青年部活動助成事業
　　　　広島県青年中央会が、組合青年部の活動を促進するために、研修会等の支援を行った。

開催年月日 対象組合青年部 内　　　　　　　容 出席人数

　7. 6.21 広島県電気工事
（工）

○研修会
「楽しい組合活動を目指して」 75人

　7. 7.　9 広島県東部機械金
属工業（協）

○研修会
「財務、労務、人材育成、組織運営、研究開発、
新技術導入等に関する青年経営者として身につ
けておくべき経営マネジメント能力・スキルの
全般的向上を図る」

28人

　7.11.　8 広島県生コンク
リート（工）

○ブース展示
「ひろしま建設フェア2025（建設産業の将来の
担い手候補である小中学生等の次世代への魅力
発信）」

23人

　　③　後継者育成事業
　　　�　広島県青年中央会が、組合青年部の活動を促進するため、所属員の一層の発展に期すること

を目的に実施した。

開催年月日 開催場所 内　　　　　　　容

　7.　7.30 広島商工会議所ビル
306号室

広島県中小企業団体中央会の役割の理解、各会員の事業
を把握することで新たなビジネスチャンスの創出を図る
ことを目的に、交流会及び懇親会を実施した。

　　④　全国中小企業青年中央会関連行事

開催年月日 開催場所 内　　　　　　　容

　7. 6.20 ホテルニューオータ
ニ鳥取

○通常総会
・�2024年度事業報告書、財産目録、貸借対照表、収支決
算書及び剰余金処分案について
・2025年度事業計画（案）及び収支予算（案）について
・2025年度会費の額及びその徴収方法（案）について
○UBAサミット
・テーマ：組合の現状と理想

　7．11．14
ホテルメトロポリタ
ン盛岡ニューウイン
グ

○組合青年部全国講習会
第１部（講演会）
・テーマ：�日本経済の現状と、これからの金融・経済政

策
・講　師：嘉悦大学ビジネス創造学部教授
　　　　　株式会社政策工房
　　　　　代表取締役会長　高橋　洋一　氏
第２部（講演会）
・テーマ：リスクマネジメントと情報セキュリティ対策
・講　師：独立行政法人情報処理推進機構（IPA）
　　　　　セキュリティセンター　普及啓発・振興部
　　　　　普及啓発グループ　白川　浩　氏
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　　⑤　中国ブロック組合青年部関連行事

開催年月日 開催場所 内　　　　　　　容

　7．　7．18 サンラポーむらくも

○中国ブロック通常総会
・令和 6年度事業報告並びに決算関係書類承認の件
・令和 7年度事業計画並びに収支予算決定の件
○研究会
・�各県の活動報告及び意見交換、全国青年中央会事業の
報告
〇記念研修会
・テーマ：�「ＤＸで競争力アップ！　～ここからはじめ

る中小企業ＤＸ～」
・講　師：特定非営利活動法人ＩＴＣしまね
　　　　　代表理事　多々納　健　一　氏

　⑷　中小企業等への支援

　　①　経営革新等支援機関業務（認定支援機関業務）

　　　　認定支援機関として、中小企業等が抱える経営課題等に関する相談対応・支援を行った。

　　　a．相談

補助金申請 104件

助成金等申請 　24件

先端設備導入計画 　28件

経営力向上計画 　15件

創業 　　0件

販路開拓・販売促進 　14件

生産性向上 　34件

事業計画 　54件

経営革新計画 　　2件

事業継続力強化計画 　16件

税制 　　2件

労務管理 　18件

資金調達 　　3件

事業承継 　　4件

情報化 　44件

その他（支援情報等） 116件

計 478件




